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北方領土返還運動�
全国強調月間�
2月1日～28日�

北方四島の一日も早い返
還のため、この問題への理
解と関心を深めましょう�

�
　自分の体型をふり返ったとき、「見た目は
それほど太ってないけれど、お腹が出ている」
体型になっていませんか。外見上はさほど太っ
ていなくても、お腹の周りに脂肪がたまった
状態を「内臓脂肪肥満」といい、動脈硬化
の進行に深く関係していることがわかってき
ました。内臓脂肪が過剰にたまると、高脂血
症や高血糖、高血圧などを引き起こし、脳卒
中や心筋梗塞になる危険性が高くなります。�

�
　脳卒中や心筋梗塞を引き起こす可能性
のある、肥満、高脂血症、高血糖、高血圧
などの症状は「生活習慣病」と呼ばれ、日々
の日常生活が深く関係しています。基本健
康診査や人間ドックなどの健康診断で「血
圧が高い」とか「中性脂肪が少し高い」と
言われたとき、日頃の食生活や運動習慣を
見直してみませんか。生活習慣病は「クスリ」
だけでは治せません。健康への一番の近道

は生活習慣の改善に取り組むことです。「お
やつを控える」とか「こまめに動く」「毎日体
重をはかる」などできることからはじめてみま
せんか。�

2月1日から7日は生活習慣病予防週間です�

内臓脂肪肥満の目安�
（下記の数値を上回ると内臓脂肪肥満の可
能性が高いです）�

へそまわり径� 男性　　85cm以上�

女性　　90cm以上�

「向日市人権教育・啓発推進計画（案）」�

　このたび向日市では、向こう10年間にわたって人権教育・啓発の取
組を進めていく基本的指針として「向日市人権教育・啓発推進計画」を
策定することになり、その案がまとまりました。　�
　この計画は、あらゆる人々が、あらゆる機会に人権教育・啓発に参加
することにより、人権という普遍的文化を向日市に構築することを目標
としています。�
　この計画案を公表しますので、市民の皆様のご意見・ご提案をお寄せ
ください。�

　向日市では、1977年（昭和52年）の「向日
市民憲章」の制定、1984年（昭和59年）の「世
界平和都市宣言」など、これらに示された理
念や2001年（平成13年）に策定した「第4
次向日市総合計画」のまちづくりの基本方
針に基づき、人権問題の解決を図るための
諸施策を進めてきました。�
　また、1995年（平成7年）から2004年（平
成16年）の「人権教育のための国連10年」

には、「人権教育のための国連10年向日市
行動計画」を策定し、人権教育および人権
啓発についての施策を進めるための基本指
針としてきました。�
　今回策定する「向日市人権教育・啓発推
進計画」は、計画期間の満了した「行動計画」
の取組を継承・発展させ、引き続き総合的か
つ計画的に施策を進めるため、その基本指
針となるものです。�

�
●計画案の公表方法／2月1日（水）から、
向日市ホームページに掲載するほか、市役
所１階情報公開コーナーおよび各公民館、
コミュニティセンターに置いています。 �
●意見募集期間／2月1日（水）から14日
（火）まで �
●意見提出の方法／お持ちいただくか、
郵便（〒617‐8665 向日市役所政策協働
課）、ファックス（6922‐6587）、電子メー

ル（seisaku@city.muko.lg.jp）で、政策
協働課（内線280）に送付してください。 �
※住所、氏名、電話番号を記載してください。 �
※電話での意見提出はご遠慮ください。 �
●募集結果の公表方法／提出していた
だいたご意見については、後日、市の考え
方を整理した上でホームページなどを通じ
て公表します。 �
なお、意見募集につきましては、向日市民
の方を対象としています。�

政策協働課（内線280）�お問い合わせ�

お問い合わせ　　政策協働課（内線280）�

障害者福祉サービスが�
変わります�

3ページ�

確定申告はお早めに�

2ページ�

ひろげよう協働の輪�

4・5ページ�

向日市人権教育・啓発推進計画（案）の概要�

■計画の目標�
人権という普遍的文化の構築�

○人権教育・啓発推進の視点�
①共生社会の実現に向けた人権教育・啓発�
②自己を尊重し、他者を尊重する心をはぐくむ人権教育・啓発�
③生涯学習としての人権教育・啓発�

④身近な問題から考える人権教育・啓発�

○配慮すべき人権問題�
「同和問題」、「女性」、「子ども」、「高
齢者」、「障害のある人」、「外国人」、「さ

まざまな人権問題」�

○人権教育・啓発の推進�
●あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進�
　保育所・幼稚園、学校、地域社会、家庭、企業・職場�
●人権に特に関係する職業従事者に対する研修などの推進�
　市職員・一部事務組合職員など、教職員・社会教育関係者、保
　健福祉関係者、マスメディア関係者など�

○計画の推進�
①市民の身近なところで活躍する「指導者の育成」�
②対象者の発達段階や知識、習熟度に応じた「人権教育・啓発
資料などの整備」�

③効果的な手法による「人権教育・啓発の実施」�
④総合的・効果的に推進するための「京都府、近隣市町村、関

係団体および民間団体との連携」�

■ちょっと太めが要注意� ■まずは生活習慣の見直しを�

が まとま�
りました�

意見募集要項�

2月16日（木）～3月15日（水）�
平成17年分の所得税の確定申告は�

～1に運動、2に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ～�


